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第２次三重県動物愛護管理推進計画について 

 

１ 計画策定の趣旨 

県は、平成 20 年３月に「三重県動物愛護管理推進計画」を策定し、同年４月から

この計画に基づいて、動物の愛護及び管理（以下「動物愛護管理」といいます。）に

関する取組を実施してきました。 

このような中、平成 24 年９月に動物の愛護及び管理に関する法律（以下「動物愛

護管理法」といいます。）が改正され、平成 25 年８月には「動物の愛護及び管理に関

する施策を総合的に推進するための基本的な指針」（以下「基本指針」といいます。）

が改正されました。 

各都道府県の動物愛護管理推進計画は、基本指針に即して定めるものとされている

ことから、動物愛護管理法及び基本指針の改正内容を反映させるとともに、人と動物

が安全・快適に共生できる社会の実現に向け、県の動物愛護管理の一層の推進を目的

として策定しました。 

 

２ 計画の性格・位置付け 

動物愛護管理法第６条に基づく県の計画として、動物愛護管理に関する基本理念や

10 年後のめざす姿を示すとともに、その実現のために必要な、県民、関係団体、行

政などさまざまな主体の取組を定めるものです。 

 

３ 計画期間 

おおむね 10 年先を見据えたうえで、平成 26 年度から平成 30 年度までの５年間の

計画とします。 

 

４ 取組主体 

・ 県民 

・ 動物愛護推進員（地域での動物愛護と適正飼養の普及啓発等を行うため、動物愛

護管理法に基づき知事等が委嘱した県民） 

・ 動物取扱業者（ペットショップ、繁殖業など、業として動物を取り扱う者） 

・ 関係団体（公益社団法人三重県獣医師会、公益財団法人三重県動物愛護管理セン

ター、動物愛護団体等） 

・ 関係機関（学校などの教育機関や動物実験を行う研究機関等） 

・ 行政（県、四日市市（保健所政令市）及びその他の市町） 

 

５ 具体的な取組内容（平成 26～30 年度） 

（１）動物愛護管理の普及啓発 

動物愛護管理を推進するためには、動物を愛護する心を育成するとともに、動

物を適正に管理するための正しい知識を広く県民に普及する必要があることから、

獣医師会等の関係団体、動物愛護推進員及び関係機関と連携し、動物愛護管理に

関する普及啓発活動を一層充実していきます。 
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（２）適正飼養の推進 

終生飼養や適正飼養に関する啓発を積極的に行うことにより、更なる引取り数

の減少に向けて取り組むとともに、保健所に収容された犬・猫の返還率の向上や

適正譲渡に取り組みます。 

 

（３）動物による危害や迷惑問題の防止 

家庭動物等の飼養に関する苦情や相談への対応を的確に行うことで、その事案

の再発を防ぎ、動物による危害や迷惑問題を防止します。 

また、飼い主のいない猫を生み出さないための取組を検討します。 

 

（４）所有者明示の推進 

保健所に収容される動物が減少し、迷子になった動物が飼い主の元へ戻ること

ができるよう、迷子札等による所有者明示の意義及び役割について県民の理解を

深めるための取組を進めます。 

 

（５）地域社会における動物愛護管理の推進と人材育成 

地域において動物愛護管理の推進に取り組む人材を育成し、地域における動物

に起因する課題について、その地域全体で考え、取り組む体制づくりを進めます。 

 

（６）動物取扱業の適正化 

幼齢の犬・猫の販売制限や動物を販売する際の対面説明など、ペット販売業等

の動物取扱業に対する規制が強化されたことから、動物取扱業者に対する監視指

導を的確に行うとともに、動物取扱業者による適正な動物の取扱いを促進します。 

 

（７）実験動物、産業動物等の適正な取扱いの推進 

実験動物について、「３Ｒの原則」（代替法の活用：Replacement、使用数の削減：

Reduction、苦痛の軽減：Refinement）が守られた、より透明性の高い実験が行わ

れるとともに、産業動物等について、動物愛護管理に配慮した飼養が行われるよ

う、実験動物、産業動物等の適正な取扱いについて普及啓発を行います。 

 

（８）災害時対策 

獣医師会などの関係団体や動物愛護推進員と連携し、災害時の連絡網の整備や

負傷動物等の救護体制の整備等、災害時の危機管理体制の整備を図ります。 

また、「ペットに関する防災対策ガイドライン」を策定し、飼い主が平常時から

備えるべき対策や飼い主責任を基本とした同行避難について啓発します。 

 

６ 推進体制の整備等 

さまざまな主体による動物愛護管理の取組を推進するため、動物愛護管理センタ

ーの機能の充実等について、具体的な検討を行います。 

 

 

 



  

【参考】 

 

○動物の愛護及び管理に関する法律（抜粋） 

 

（基本指針） 

第五条 環境大臣は、動物の愛護及び管理に関する施策を総合的に推進するための基本的な

指針（以下「基本指針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本指針には、次の事項を定めるものとする。 

一 動物の愛護及び管理に関する施策の推進に関する基本的な方向 

二 次条第一項に規定する動物愛護管理推進計画の策定に関する基本的な事項 

三 その他動物の愛護及び管理に関する施策の推進に関する重要事項 

３ 環境大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係

行政機関の長に協議しなければならない。 

４ 環境大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。 

 

（動物愛護管理推進計画） 

第六条 都道府県は、基本指針に即して、当該都道府県の区域における動物の愛護及び管理

に関する施策を推進するための計画（以下「動物愛護管理推進計画」という。）を定めな

ければならない。 

２ 動物愛護管理推進計画には、次の事項を定めるものとする。 

一 動物の愛護及び管理に関し実施すべき施策に関する基本的な方針 

二 動物の適正な飼養及び保管を図るための施策に関する事項 

三 災害時における動物の適正な飼養及び保管を図るための施策に関する事項 

四 動物の愛護及び管理に関する施策を実施するために必要な体制の整備（国、関係地方

公共団体、民間団体等との連携の確保を含む。）に関する事項 

３ 動物愛護管理推進計画には、前項各号に掲げる事項のほか、動物の愛護及び管理に関す

る普及啓発に関する事項その他動物の愛護及び管理に関する施策を推進するために必要

な事項を定めるように努めるものとする。 

４ 都道府県は、動物愛護管理推進計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、あら

かじめ、関係市町村の意見を聴かなければならない。 

５ 都道府県は、動物愛護管理推進計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表するように努めなければならない。  

 

○動物の愛護及び管理に関する施策を総合的に推進するための基本的な指針（抜粋） 

 

第３ 動物愛護管理推進計画の策定に関する事項 

５ 策定及び実行 

（３）計画の公表等 

計画が策定された後は、速やかに公報等により公表するとともに、環境大臣に連絡

するものとする。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年３月 

三 重 県

第２次三重県動物愛護管理推進計画 
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◇人と動物の共通感染症 

狂犬病、オウム病（主にオウムなどの愛玩用の鳥からヒトに感染し、肺炎などの気

道感染症を起こす病気）、腸管出血性大腸菌 O-157 感染症など、動物から人、人から

動物に感染が成立する病気の総称です。人獣共通感染症、動物由来感染症、ズーノー

シスともいいますが、動物愛護管理法では、動物から人への感染と同様、人から動物

へ感染する疾病にも注意を払い、動物の健康と安全を確保すべきとの観点から、「人

と動物の共通感染症」と表記しています。  

 

◇返還 

  保健所に保護・収容された犬や猫を、飼い主の元に戻すことをいいます。 

 

◇保健所政令市 

地方公共団体のうち、地域保健法の規定により、保健所を設置できる政令指定都市、

中核市、および政令で定める市のことをいいます。 

  三重県では、四日市市が平成 20 年４月１日に保健所政令市となりました。 

 

●ま行 

◇マイクロチップ 

  直径２mm、長さ 12mm 程度の生体適合ガラスに覆われた円筒形の電子標識器具で、

体に直接埋め込んで使用します。マイクロチップには 15 桁の番号が記録されており、

専用の読み取り器（リーダー）で読み取ることができます。 

一度体内に埋め込むと、首輪や名札のように外れて落ちたりする心配が少なく、安

全性の高い動物の所有者明示の方法として、ヨーロッパやアメリカをはじめ、世界中

で広く使用されています。 

 

◇三重県動物愛護管理推進協議会 

動物愛護推進員の委嘱の推進、動物愛護推進員の活動の支援等について意見をいた

だくため、動物愛護管理法第 39 条に基づき、平成 20 年 12 月に設立した協議会で、

獣医師会、（公財）動物愛護管理センター等の関係団体、学識経験者、関係行政機関

で構成されています。 

 

●や行 

◇抑留期間 

保護した犬や引取りを行った飼い主の判明しない犬・猫を、保健所の動物舎に留め

ておく期間をいいます。県では、犬・猫の情報を掲示した翌日を公示１日目とし、公

示期間終了後、猶予日を１日設けており、この期間が抑留期間となります。狂犬病予

防法及び三重県動物の愛護及び管理に関する条例に基づく公示期間は２日間となって

いますが、公示期間及び抑留期間を延長することなどにより、飼い主への返還率の向

上に努めています。 








